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 <施策の体系 第３期>                 < ⇒ 見直しの視点>                <第４期（たたき台）> 
                            < ◇ アンケート結果> 
 

①情報提供体制の整備 

 

①相談援助体制の充実 

②権利擁護体制の充実 

 
①福祉サービス第三者評価

制度の普及・促進 

 
利用者本位のサービス 
の実現のために 

１ 

 
介護予防を進める 
ために 

２ 

①病気の早期発見 

②健康相談・啓発活動の実施 

③健康増進活動への支援 
 
①介護予防推進センターを

中心とした介護予防事業
の推進 

②高齢者福祉館の活用 
 
①地域包括支援センターの

設置 

②介護予防事業の実施 

③包括的支援事業の実施 

 
安心して暮らし続ける 
ために 

３ 

①自立支援対策の充実 

②医療機関緊急ショートス 
テイの実施 

③外出支援の充実 

④訪問理髪・入浴サービス 

⑤日常生活用品などの検討 
 

①新予防給付 

②介護情報ネットワークの 
充実 

③介護サービス相談体制の 
充実 

④在宅サービスの充実 

⑤施設サービスの充実 

⑥介護保険特別給付の検討 

⑦低所得者への配慮 

⑧介護保険サービスの質の 
 確保 

⑨サービス提供事業者等の 
 連携とその支援 

⑩地域密着型サービスの実 
 施 

⑪介護予防・介護を担う人材 
 の育成 
 

目 標 方 針 施 策 

(1)情報提供体制の拡充 

(2)相談体制・権利擁護体制の拡充 

(3)サービスの質の向上 

(1)健康管理体制の強化 

(2)介護予防体制の強化 

(３)地域支援事業 

(1)在宅サービスの充実 

(2)介護保険事業 

  ⇒老人保健事業再編への対応 

・特定健診・生活習慣病予防との 

連動 

・地域で取り組む健康管理 

・かかりつけ医との連携 

 

◇かかりつけ医「いる」８割弱（一

般） 

◇現在介護予防に取り組んでいな

いが「興味がある」５割（一般） 

 

 

⇒基盤整備、人材確保、介護保険

の安定運営等の視点 

◇居宅サービス利用状況：①介護

予防訪問介護、②デイサービス、

③訪問介護（生活主体） 

 

⇒療養病床再編への対応 

◇市が力をいれるべきこと：①特養

など介護施設を増やす、②利用

者の費用負担の軽減、③サービ

ス事業者の質を高める（一般） 

⇒給付の適正化の推進 

⇒地域密着サービス基盤の整

備 

⇒人材確保･育成 

◇在籍年数：ケアマネジャーは 3.7

年、社会福祉士は 4年（事業者調

査） 

目 標 方 針 

 
利用者本位のサービス 
の実現のために 

１ 

(1)情報提供体制の拡充 

(2)相談体制・権利擁護体制の拡充 

 
介護予防を進める 
ために 

２ 

(3)サービスの質の向上 

 
安心して暮らし続ける 
ために 

３ 

(1)在宅サービスの充実 

(１)介護予防の体制の強化 

(２)地域支援事業 

(2)介護保険事業 

施策体系の検討 資料４ 

◇情報入手方法は、①市の広報、

ホームページ、②新聞・テレビ（一

般） 

◇相談先は①、市の窓口（地域包

括支援センター）、②家族・親族

（一般） 

(３)健康管理体制の強化 

  ⇒介護保険サービスで補えないサ

ービスをどう補足するか 

⇒介護支援ボランティアの検討 

 

 

 

 

①情報提供体制の整備 

 

①相談援助体制の充実 

②権利擁護体制の充実 

 
①福祉サービス第三者評価

制度の普及・促進 

施 策 

①地域包括支援センターの
段階的整備・充実 

②いきいきプラザ・高齢者福

祉館の活用 
 
①介護予防事業の実施 

②包括的支援事業の実施 

 

 

①病気の早期発見 

②特定健診・特定保健指導 

③健康増進活動への支援 

④後期高齢者への情報提供 

①自立支援対策の充実 

②介護者支援策の充実 

③外出支援の充実 

④訪問理髪・入浴サービス 

⑤日常生活用品などの検討 
 
 

①新予防給付 

②介護情報ネットワークの 
充実 

③介護サービス相談体制の 
充実 

④訪問・通所等サービス充実 

⑤居住系サービスの充実 

⑥施設サービスの充実見直し 

⑦介護保険特別給付の検討 

⑧低所得者への配慮 

⑨介護保険サービスの質の 

 確保 
⑩給付の適正化 

⑪サービス提供事業者等の 
 連携とその支援 

⑫地域密着型サービスの基

盤整備充実 

⑬介護予防・介護を担う人材 
 の育成・確保 
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①介護者支援の充実 

②緊急時のショートステイ 
 の確保 

③介護者教室などの充実 

④家族介護者の交流支援 
 

①認知症高齢者の普及啓発 

②家族への支援 

③生活環境の安定に向けた 
事業展開の研究 

④認知症高齢者ケアシステ 
ムの検討 

⑤認知症高齢者グループ 
ホームの整備 

 

①高齢者住宅の運営 

③公営住宅の高齢者入居枠 
 拡大 
③住環境の改善支援 

 

 
地域で支える福祉を 
めざして 

４ 

①在宅介護支援センターの 
役割の見直し 

②地域支援の充実 
 
①見守りネットワークの推 
 進 

②見守りネットワークを支 
援する各種制度 

③高齢者虐待の防止と 
養護者支援の取組み 

 
ともに暮らす地域を 
めざして 

５ 

①元気な高齢者の活躍場面 
の創出 

②老人クラブへの支援 

③生涯学習やスポーツ活動 
との連携 

④地域デイサービスの充実 

⑤ふれあいの場の提供 

⑥ふれあい訪問活動の充実 

⑦各種福祉券のあり方の見 
 直し 

⑧保養機会の確保 
 
①シルバー人材センターへ 

の支援 

②関係機関との連携による 
就業機会の拡大 

(3)介護者への支援の充実 

(4)認知症高齢者支援対策の推進 

(5)安心して住める環境づくり 

(1)地域包括支援センターと在宅 
  介護支援センターとの連携 

(2)見守りネットワークの推進 

(1)生きがい活動への支援 

(2)就業支援 

⇒地域包括ケア 

・重度になっても地域で住み続けら

れる体制づくり 

・ケアマネジメントの充実 

・医療との連携 

 ・総合的な認知症ケア 

 ・介護者への支援 

 

⇒地域包括支援センターの充実 

⇒見守りと支えあいのネットワークの

充実 

⇒災害時の要援護者支援 

◇災害時のための個人情報の提供

は「よい」８割（一般） 

⇒消費者被害対策 

⇒地域資源情報の把握・活用 

⇒住まいの選択肢を広げる 

住まい方、住替えの普及・啓発 

◇介護が必要になったときの暮らし

方は在宅希望が６割（一般） 

 

⇒元気高齢者、団塊世代など新たな

担い手層の活性化（新しい高齢者

像） 

⇒高齢者の経験・知識・技能を活用

する仕組みの検討 

⇒介護ボランティアの検討 

 

◇望ましい働き方は「知識や技能をい

かしたし仕事」を希望する人６割（一

般） 

 
地域で支える福祉を 
めざして 

４ 

 
ともに暮らす地域を 
めざして 

５ 

目 標 方 針 施 策 目 標 方 針 施 策 

(1)地域包括支援センターと在宅介
護支援センターとの連携 

(４)総合的な認知症ケアの推進 

(3)介護者への支援の充実 

(2)見守りネットワークの充実 

(5)安心して住める環境づくり 

(3)防災・防犯対策 

(1)生きがい活動への支援 

(2)就業支援 

①緊急時のショートステイ 
 の確保 

②介護者教室などの充実 

③家族介護者の交流支援 
④地域での支えあい 
 

①認知症の普及啓発 

②家族への支援 

③生活環境の安定に向けた 
事業展開の研究 

④認知症高齢者ケアシステ 
ムの検討 

⑤認知症高齢者グループ 
ホームの整備 

⑥認知症者を支えるまちづくり 

①高齢者住宅の運営 

②公営住宅の高齢者入居枠拡大 
③住まいの選択肢の多様化 
④住環境の改善支援 

 

①地域包括支援センターの充実 

②在宅介護支援ｾﾝﾀｰの見直し 

③地域支援の充実 
①見守りネットワークの推進 

②見守りネットワークを支 
援する各種制度 

③高齢者虐待防止と養護者支
援 

④介護支援ボランティアの検討 
 
①災害時要援護者支援 
②自治会・施設との防災協定 
③消費者被害の対策 

①元気高齢者の活躍の仕組み 

②老人クラブへの支援 

③生涯学習やスポーツ活動 
との連携 

④地域デイサービスの充実 

⑤ふれあいの場の提供 

⑥ふれあい訪問活動の充実 

⑦各種福祉券のあり方の見直し 

⑧保養機会の確保 
 
①シルバー人材センターへ 

の支援 

②関係機関との連携による 
就業機会の拡大 


